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家電製品協会が企画・運営する

資格制度のご紹介

資料２－２



家電製品協会が運営する３つの資格制度 「家電製品アドバイザー」、「家電製品エンジニア」 ならびに 「スマートマスター」

2



3

＊現行人員 約80,000人
＊毎年約6,000人を新たに認定(直近3年間の平均)

商品選択や製品の使用方法、さらには不具合発生時・廃棄時対処などについて、お客様に的確に

アドバイスする知識・技能を要件とする資格です。資格認定のための主なポイントは以下の通りです。
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＊現行人員 約30,000人
＊毎年約400人を新たに認定 (直近3年間の平均)

製品の修理やトラブル対応はもとより、家電製品に関連するお客様の困りごとに対して総合的に

対処する知識・技能を要件とする資格です。資格認定のための主なポイントは以下の通りです。



スマート化する “住まい” と “暮らし” のスペシャリスト

進化するスマートハウスの設営に向けて、ゼロエネルギーハウスの構築や安全・安心・快適な

“住まい” と “暮らし” を実現するために必要な知識・技能を要件とする資格です。

資格認定のための主なポイントは以下の通りです。

スマートマスターのポイント

１．スマートハウスの将来性とメリットについて説明

できる。

２．ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）構築のため

の構成要件とその推進手順を理解している。

３．スマートハウス化に向けたリフォームビジネスの

ポイントを理解し、実務のための基礎ができて

いる。

４．HEMSやスマートメーター等、住まいの省エネ化･

ZEH化のための基幹システムの構成や機能に

ついて説明できる。

６．暮らしの安全･安心･快適を実現するための

家電製品等各種機器の基礎知識を有している。

５．太陽光発電や蓄電池ほか、主要なエネルギー

関連商材について説明できる。

７．IoTやＡＩ、ロボットなどの新たな技術の基礎と

それらがインフラとなって実現される暮らしの

サービスなどについて理解している。

８．スマートハウス構築に必要な法規やルールを理

解するとともに、お客様に対する説明スキルを

身につけている。

スマートマスター
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スマートマスターアンバサダー
女優・タレント 奈津子

＊現行人員 約6,000人

＊毎年約2,000人を新たに認定 (制度導入後2年間の平均)New!



家電販売店でお客様対応 家電メーカーで修理・サービス指導 ケーブルTVのお客様相談対応
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前出 ３つの資格の保有者(約116,000人)の内訳

上記業種は資格取得時の自己登録データに基づく



資格を取得するには

１．資格認定(知識)要件を網羅した 「所定の参考書」 で学習する。

２．年に２回、定期的に実施している 「全国統一認定試験」 を受験する。

３．試験の結果、所定の水準に達していれば 「資格認定」、認定証を授与される。

・主要家電メーカーの専門家などにより、資格取得に必要な科目(カリ

キュラム）を網羅した参考書を執筆・編集し、原則として、毎年新版を

NHK出版より発刊。

・アドバイザーは3科目(3冊）、エンジニアは４科目(2冊)、スマートマス

ターは2科目(1冊）、および夫々に過去問題集も準備しています。

・毎年、3月と9月の2回定期的に全国一斉に試験を実施。

現行制度は2001年からスタートし、開催数は35回にのぼります。

(スマートマスターは2016年スタート）

・毎回、第1日曜日とその次の水曜日の2日に分け、全国都市にて

実施。(日曜日22箇所、水曜日は28箇所）

・1開催あたりの受験者数は、1万3千人程度(直近5回の平均)

・3月と9月の試験の結果、合格者には、それぞれ5/1付、11/1付にて

資格認定証が交付されます。

・認定証は、自身の職業上の能力保証書としてお客様に提示できる

ように右図のように顔写真が入ったカードタイプになっています。
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資格を取得した後は

１．資格取得によって仕事に対する自信とお客様からの信頼感がアップ

２．資格の有効期間は５年間。資格取得後も能力を維持するためにバックアップ

３．5年ごとに資格更新制度を完備。電子学習と電子試験により厳正に資格を更新

・資格取得後5年経過した時点で、資格の継続保持を希望する方には

「(資格の有効期間を)更新する制度」 があります。

・資格更新時点の知識要件を満たすための学習(電子学習）を受講して

いただき、最終的に(自宅でできる)認定試験(電子試験）に合格する

ことが資格更新のための条件です。

マイスタディ

講 座

・家電製品協会認定センターのホームページに、資格保有者のための

学習支援コーナー 『マイスタディ講座(無償)』 が設置されており、現在、

以下のメニューで資格取得後の継続的な学習を支援しています。

①新製品・新技術の解説コーナー(「ここが要点！コーナー」)

②消費者目線で人気の製品などを紹介するコーナー(「奈津子の眼」)

③最新の試験問題に挑戦するコーナー(「腕試しコーナー」)

④保有資格のテキストを閲覧できるコーナー(「お助けコーナー」)
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・現在、家電の販売やサービスの業務に携わっている人材に

必須の資格となっており、新規入職者にとって社員への登竜門

になっています。

・また、大手流通などでは人事制度上の昇格要件になっている

事例が増えています

・消費者にとっては 、家電のプロとしての 「信頼の証」 と言える

資格です。



デジタル活用支援員(仮称)に関する提案

■ 本施策の具体的な推進に当たっては、「①高齢者の困りごとの洗い出し」 → 「②デジタル活用支援員のスキル要件(=学習カリキュラム)の明確化」

→ 「③同支援員候補の人選と教育の実施」 → 「④運営組織化と実行人材に対するアサイン」 といったステップが想定されますが、各ステップごとに

次のような留意事項があるのではないかと考えられ、これらを踏まえた制度づくりが求められます。

①「高齢者の困りごと」は多岐に亘ります。この制度実行の場面では、「デジタル活用支援員の担当は○○だけ/××は関与しない」 といった姿勢

では制度の普及は困難でしょう。「できること」ではなく、「求められること」という視点で、サービスメニューを検討することが大切です。

＜その他配慮を要すと考えられる事項＞

・要求事項は日常生活に密着しており、画一的ではなく「地域特性(健康管理・家の構造等)」 などを考慮する必要があるかもしれません。

・「５G」による社会変化に注意を要します。ICTのハードに関連する事項ばかりでなく、「各種の生活支援サービスを享受する支援(=機会損

失の防止等)」 なども念頭においておく必要があります。

②上記①のサービスメニューを特定できれば、それらの学習カリキュラムを策定することはそれほど難しくはありません。

③支援員候補人材は、上記②のスキル要件に照らし、既にそれらのスキルを保有している人材を優先的に人選することが効果的・効率的な運営

につながると思料します。

④本施策の運営において最も難しい課題のひとつが、「地域格差のない運営」 でしょう。過疎が進む地域は高齢者比率が高い一方で、支援員の

配置が思うように進まないことが想定されます。できるだけ各地域に偏重することなく存在する人材をアサインする必要があると思料します。

(→家電製品アドバイザーなどの資格保有者は、全国に存在する家電販売店には必ず在籍しています) 9

最重要



APPENDIX
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直近の試験案内(参考) 最新のアドバイザー、エンジニアのテキスト(参考)
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【本件に関するお問合わせ先】

認定センター
〒100-8939

東京都千代⽥区霞が関3丁⽬7番1号
霞が関東急ビル5階

TEL : 03-6741-5609 FAX : 03-3595-0766

ホームページ http://www.aeha.or.jp/nintei-center/


